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(57)【要約】
デバイスの第一部位に横型に設けたソース領域及びドレ
イン領域と、少なくとも第一導電型の基板領域を介して
第一部位から隔てたデバイスの第二部位に設けた少なく
とも１つの電流供給セルとを備えたパワー半導体デバイ
スを提供する。パワー半導体デバイスを横型絶縁ゲート
バイポーラトランジスタ（ＬＩＧＢＴ）とし、第一部位
のソース領域及びドレイン領域をＬＩＧＢＴ構造の一部
分とすることができる。電流供給セルを、好ましくはＭ
ＯＳ制御構造により制御し、更に好ましくはＭＯＳＦＥ
Ｔとする。
【選択図】　　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
デバイスの第一部位に横型に設けたソース領域及びドレイン領域と、第一部位から少なく
とも第一導電型の基板領域を介して隔てたデバイスの第二部位に設けた少なくとも１つの
電流供給セルとを備えてなるパワー半導体デバイス。
【請求項２】
請求項１のデバイスにおいて、前記第一部位のソース領域及びドレイン領域をＬＩＧＢＴ
構造の一部分としてなるパワー半導体デバイス。
【請求項３】
請求項１又は２のデバイスにおいて、前記電流供給セルをＭＯＳ制御構造により制御して
なるパワー半導体デバイス。
【請求項４】
請求項３のデバイスにおいて、前記電流供給セルをＭＯＳＦＥＴとしてなるパワー半導体
デバイス。
【請求項５】
請求項３のデバイスにおいて、前記電流供給セルをデバイスの第二部位上に形成したＬＩ
ＧＢＴ構造のソース領域としてなるパワー半導体デバイス。
【請求項６】
請求項１から３の何れかのデバイスにおいて、前記電流供給セルをダイオード、トランジ
スタ、又はサイリスタとして作用させてなるパワー半導体デバイス。
【請求項７】
請求項１から６の何れかのデバイスにおいて、前記デバイスの第二部位に少なくとも１つ
の第一導電型の電流供給セルを設けてなるパワー半導体デバイス。
【請求項８】
請求項１から７の何れかのデバイスにおいて、前記電流供給セルを、前記第一導電型の基
板領域の下方に配置された少なくとも１つの第二導電型領域を介して第一部位から追加的
に隔ててなるパワー半導体デバイス。
【請求項９】
請求項１から８の何れかのデバイスにおいて、前記ソース領域を基板領域と接触させてな
るパワー半導体デバイス。
【請求項１０】
請求項１から８の何れかのデバイスにおいて、前記ソース領域を基板領域と非接触の領域
としてなるパワー半導体デバイス。
【請求項１１】
請求項２又は請求項２に従属する請求項３から１０の何れかのデバイスにおいて、前記ソ
ース領域に第一導電型のソースウェルに接続されたソース接点とそのソースウェル内に設
けた第二導電型のソース小区域とを含め、前記ドレイン領域に第一導電型のドレイン小区
域に接続されたドレイン接点を含め、前記ソース領域を第二導電型のドリフト領域を介し
てドレイン領域から隔て、前記ソース小区域とソースウェルとドレイン領域とに重ねてゲ
ートを設けてなるパワー半導体デバイス。
【請求項１２】
少なくとも１つの論理回路と少なくとも１つのパワー半導体デバイスとを備え、そのパワ
ー半導体デバイスに、デバイスの第一部位に横型に設けたソース領域及びドレイン領域と
、少なくとも第一導電型の基板領域を介して第一部位から隔てたデバイスの第二部位に設
けた少なくとも１つの電流供給セルとを設けてなるパワー集積回路。
【請求項１３】
請求項１２のパワー集積回路において、前記少なくとも１つのパワー半導体デバイスをＬ
ＩＧＢＴデバイスとしてなるパワー集積回路。
【請求項１４】
請求項１２又は１３のパワー集積回路において、複数の前記論理回路と複数の前記パワー
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半導体デバイスとを設けてなるパワー集積回路。
【請求項１５】
請求項１４のパワー集積回路において、一対の隣接する前記パワー半導体デバイスを設け
、少なくとも前記パワー半導体デバイスの基板領域間の境界部に沿って延びるトレンチを
設けて両デバイスを相互に隔ててなるパワー集積回路。
【請求項１６】
請求項１５のパワー集積回路において、少なくとも１つの前記パワー半導体デバイスに、
その基板領域と接触する第一導電型の深部領域を含めてなるパワー集積回路。
【請求項１７】
請求項１５又は１６のパワー集積回路において、前記隣接するパワー半導体デバイスの第
一部位を相互に離隔する第二導電型の境界領域を設けてなるパワー集積回路。
【請求項１８】
請求項１５から１７の何れかのパワー集積回路において、前記トレンチを第二導電型の境
界領域及び／又は第一導電型の深部領域と接触させることによりパワー半導体デバイスの
相互間の電流の流れを実質上遮断してなるパワー集積回路。
【請求項１９】
請求項１８のパワー集積回路において、前記一対の隣接するパワー半導体デバイスの基板
領域間の境界に、隣接するパワー半導体デバイスのうち少なくとも一方の深部領域又は境
界領域を含めてなるパワー集積回路。
【請求項２０】
請求項１９のパワー集積回路において、前記境界領域の少なくとも周辺部位に単独又は複
数の深部領域を延在させてなるパワー集積回路。
【請求項２１】
請求項１６から２０の何れかのパワー集積回路において、前記隣接するパワー半導体デバ
イスの両者にそれぞれ深部領域を設けてなるパワー集積回路。
【請求項２２】
請求項１５から２１の何れかのパワー集積回路において、前記隣接するパワー半導体デバ
イスを複数のトレンチによって相互に隔ててなるパワー集積回路。
【請求項２３】
請求項２１に従属する請求項２２のパワー集積回路において、前記一対のパワー半導体デ
バイスのうち一方の深部領域に接触させる第一トレンチと、前記一対のパワー半導体デバ
イスのうち他方の深部領域に隣接する境界領域内に延在させる第二トレンチとを設けてな
るパワー集積回路。
【請求項２４】
請求項１４から２３の何れかのパワー集積回路において、前記一対のパワー半導体デバイ
スのうち一方をローサイド・デバイスとし他方をハイサイド・デバイスとしてなるパワー
集積回路。
【請求項２５】
請求項２４のパワー集積回路において、前記ローサイド・デバイスの深部領域に接触させ
る第一トレンチと、前記ハイサイド・デバイスの深部領域に隣接する境界領域内に延在さ
せる第二トレンチとを設けてなるパワー集積回路。
【請求項２６】
請求項１６から２５の何れかのパワー集積回路において、前記深部領域をパワー集積回路
の外側層と導通可能な分離ウェルとしてなるパワー集積回路。
【請求項２７】
請求項１６から２６の何れかのパワー集積回路において、前記単独又は複数の深部領域を
保護環形状としてなるパワー集積回路。
【請求項２８】
請求項１５から２７の何れかのパワー集積回路において、前記トレンチを多結晶シリコン
その他の半導体物質により充填してなるパワー集積回路。
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【請求項２９】
請求項２８のパワー集積回路において、前記半導体物質を所定電位又は所定電位差に保持
してなるパワー集積回路。
【請求項３０】
請求項１５から２７の何れかのパワー集積回路において、前記トレンチを絶縁性物質によ
り充填してなるパワー集積回路。
【請求項３１】
請求項３０のパワー集積回路において、前記絶縁性物質を酸化物質としてなるパワー集積
回路。
【請求項３２】
請求項１５から３０の何れかのパワー集積回路において、前記トレンチを少なくとも１つ
のゲートと接続してなるパワー集積回路。
【請求項３３】
複数の論理回路と、それぞれ基板領域上に形成された第一部位を有する少なくとも一対の
隣接するパワーデバイスとを備え、前記隣接するパワーデバイスが少なくとも両デバイス
間の基板領域間の境界部に沿って延びるトレンチによって相互に隔てられ、前記隣接する
パワーデバイスのうち少なくとも一方にデバイスの基板領域と接触する深部領域及び／又
は両デバイスの第一部位を分割する第二導電型の境界領域を設け、前記トレンチを深部領
域及び／又は境界領域と接触させてパワーデバイス相互間の電流の流れの転位を実質上遮
断してなるパワー集積回路又は統合パワーチップ。
【請求項３４】
請求項３３の集積回路又はチップにおいて、前記一対の隣接するパワーデバイスの基板領
域間の境界に、前記隣接するパワーデバイスのうち少なくとも一方の深部領域又は境界領
域を含めてなるパワー集積回路又は統合パワーチップ。
【請求項３５】
請求項３４の集積回路又はチップにおいて、前記境界領域の少なくとも周辺部位に単独又
は複数の深部領域を延在させてなるパワー集積回路又は統合パワーチップ。
【請求項３６】
請求項３３から３５の何れかの集積回路又はチップにおいて、前記隣接するパワーデバイ
スの両者にそれぞれ深部領域を設けてなるパワー集積回路又は統合パワーチップ。
【請求項３７】
請求項３３から３６の何れかの集積回路又はチップにおいて、前記隣接するパワーデバイ
スを複数のトレンチによって相互に隔ててなるパワー集積回路又は統合パワーチップ。
【請求項３８】
請求項３７の集積回路又はチップにおいて、前記一対のパワーデバイスのうち一方の深部
領域に接触させる第一トレンチと、前記一対のパワーデバイスのうち他方の深部領域に隣
接する境界領域内に延在させる第二トレンチとを設けてなるパワー集積回路又は統合パワ
ーチップ。
【請求項３９】
請求項３３から３８の何れかの集積回路又はチップにおいて、前記一対のパワーデバイス
のうち一方をローサイド・デバイスとし他方をハイサイド・デバイスとしてなるパワー集
積回路又は統合パワーチップ。
【請求項４０】
請求項３９の集積回路又はチップにおいて、前記ローサイド・デバイスの深部領域に接触
させる第一トレンチと、前記ハイサイド・デバイスの深部領域に隣接する境界領域内に延
在させる第二トレンチとを設けてなるパワー集積回路又は統合パワーチップ。
【請求項４１】
請求項３３から４０の何れかの集積回路又はチップにおいて、前記深部領域をパワー集積
回路又は統合パワーチップの外側層と導通可能な分離ウェルとしてなるパワー集積回路又
は統合パワーチップ。
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【請求項４２】
請求項３３から４１の何れかの集積回路又はチップにおいて、前記単独又は複数の深部領
域を保護環形状としてなるパワー集積回路又は統合パワーチップ。
【請求項４３】
請求項３３から４２の何れかの集積回路又はチップにおいて、前記トレンチを多結晶シリ
コンその他の半導体物質により充填してなるパワー集積回路又は統合パワーチップ。
【請求項４４】
請求項３３から４３の何れかの集積回路又はチップにおいて、前記パワーデバイスをＬＩ
ＧＢＴ、ＬＤＭＯＳその他の横型デバイスとしてなるパワー集積回路又は統合パワーチッ
プ。
【請求項４５】
添付図を参照して明細書において実質的に説明したＬＩＧＢＴデバイス、パワー集積回路
、又は統合パワーチップ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はパワー半導体デバイス及びパワー集積回路（パワーＩＣｓ）に関し、限定され
るものではないが、例えば横型絶縁ゲートバイポーラトランジスタ（ＬＩＧＢＴ）等のＭ
ＯＳ制御型バイポーラデバイスに言及する。
【背景技術】
【０００２】
　一般にパワーマイクロエレクトロニクス技術で用いるデバイス群は、接地端子及びゲー
ト端子に対する高圧端子（アノード）の配置位置の観点から異なる３種類に区別され、デ
ィスクリート（Ｄｉｓｃｒｅｔｅ）パワーデバイスと統合パワーチップ（ＩＰＣｓ）とパ
ワー集積回路（パワーＩＣｓ）とに分類される。ディスクリートパワーデバイスは、デバ
イス頂部にカソード接点及びゲート接点を設け、アノード接点をデバイス底部に配置した
ものである。統合パワーチップ（ＩＰＣｓ）はディスクリートパワーデバイスの派生品（
デリバティブ）であり、デバイス内にアクティブ制御部品を集積化している。ＩＰＣｓは
、アノード接点をデバイス底部に配置する結果、一般的に複数のパワーデバイスを含む構
造とすることが難しい。また、そのようなＩＰＣｓにおいて制御回路（制御部品）は、酸
化膜の上又は酸化膜で囲まれた島領域に形成されるのが通常である。これらに対してパワ
ー集積回路は、複数のパワーデバイスと関連する論理回路とを共に含む構造とすることが
できる。パワー集積回路で用いられる典型的なパワーデバイスは、アノード（又はドレイ
ン）、ゲート、カソード（又はソース）の３端子を全てデバイス頂部に配置したものであ
る。また、例えば金属接点等を介してアノードをデバイス頂部に導き出した半縦型（ｑｕ
ａｓｉ－ｖｅｒｔｉｃａｌ）パワーデバイスを有するパワー集積回路も知られている。横
型（ｌａｔｅｒａｌ）パワーデバイスを用いたパワー集積回路も知られているが、そのよ
うなデバイスは、低電圧端子と高電圧端子との間隔（距離）及びパワーデバイスの面積に
よって横型パワーデバイスの定格電力が制限されるという欠点がある。この制限は横方向
に電圧を維持する必要があることによるものであり、デバイスの表面積に影響を及ぼす。
縦型（ｖｅｒｔｉｃａｌ）デバイスの電流密度（単位面積当たりの電流量で定義される）
の上限は接合温度及び定格電圧の影響を受けるが、一般的にパワー集積回路の横型デバイ
スは縦型デバイスに比して相対的に低い電流密度で作動させる。
【０００３】
　パワー集積回路を製造するために様々な技術が用いられているが、これらの技術は本質
的に、接合分離（Ｊｕｎｃｔｉｏｎ－Ｉｓｏｌａｔｉｏｎ；ＪＩ）技術とシリコン・オン
・インシュレータ（Ｓｉｌｉｃｏｎ－Ｏｎ－Ｉｎｓｕｌａｔｏｒ；ＳＯＩ）技術とパーシ
ャルＳＯＩ（Ｐａｒｔｉａｌ－ＳＯＩ）技術との３種類に分類することができる。基板を
欠いたメンブレン（膜）技術と呼ばれるＳＯＩ技術の変形も知られている。
【０００４】
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　これらの製造技術はそれぞれ利点及び欠点を有している。接合分離（ＪＩ）技術は、高
いブレークダウン電圧を得るために、ＲＥＳＵＲＦ（ＲＥｄｕｃｅｄ　ＳＵＲｆａｃｅ　
Ｆｉｅｌｄ）構造の一部分として軽くドープされたＰ形（Ｐ－）半導体基板を用いる技術
に基づいている。現状の接合分離技術では、横型二重拡散ＭＯＳＦＥＴ構造（Ｌａｔｅｒ
ａｌ　Ｄｏｕｂｌｅ　ｄｉｆｆｕｓｅｄ　ＭＯＳＦＥＴ；ＬＤＭＯＳ）等のユニポーラデ
バイスのために提供される性能が、オン抵抗、電流密度、及びスイッチング速度に関して
比較的制限されている。複数のＲＥＳＵＲＦ構造又は超接合構造（ｓｕｐｅｒ－ｊｕｎｃ
ｔｉｏｎ）を用いてオン特性を改善することは可能であるが、製造プロセスの制御コスト
が高額になる。オン電圧降下は、例えば横型絶縁ゲートバイポーラトランジスタ（Ｌａｔ
ｅｒａｌ　Ｉｎｓｕｌａｔｅｄ　Ｇａｔｅ　Ｂｉｐｏｌａｒ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒｓ；
ＬＩＧＢＴ）等のようにバイポーラ・インジェクション（注入）を用いることで著しく改
善（低減）することができる。例えば、ＬＩＧＢＴデバイスに関連付けたチップサイズを
、同じ定格電流のＬＤＭＯＳデバイスに比して５分の１に低減することができる。しかし
ＬＩＧＢＴデバイスは、基板中にキャリアを多量にインジェクションすると、同じチップ
上に制御回路を配置して集積化する接合分離技術に適さなくなる。ただし、接合分離技術
は最も低コストな選択肢の１つではある。
【０００５】
　ＳＯＩ技術は、接合分離技術の幾つかの欠点、例えば基板中へのインジェクション等の
欠点を軽減する。しかしＳＯＩ技術の基板は、背面フィールドプレートとして機能するの
で、高電圧に維持するため厚い酸化膜を必要とする。最近になって、基板を取り除くこと
で高いブレークダウン電圧が得られることが明らかになり、これがメンブレン（膜）技術
と呼ばれるＳＯＩ技術の変形である。ＳＯＩ技術又はメンブレン技術で実現されたＬＩＧ
ＢＴデバイスは、接合分離技術で実現されたＬＩＧＢＴデバイス（ＪＩ－ＬＩＧＢＴ）に
比して順方向のオン降下が大きくなる。
【０００６】
　パーシャルＳＯＩ（Ｐａｒｔｉａｌ　ＳＯＩ）技術は２つの技術の組み合わせであり、
利点を有しているが、適切な基板を実現するための製造プロセスのコストに関する欠点が
ある。
【特許文献１】国際公開第２００６／０１６１６０号パンフレット
【特許文献２】国際公開第２００１／０１８８７６号パンフレット
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、少なくとも幾つかの実施例において、前述したパワー集積回路で用いるＭＯ
Ｓバイポーラデバイスの制限を解決し、限定されるものではないが、とくに接合分離（Ｊ
Ｉ）技術におけるＭＯＳバイポーラデバイスの制限を解決する。また本発明は、少なくと
も幾つかの実施例において、デバイス面積を実質上広げることなく高レベル電流を流すこ
とができるＬＩＧＢＴデバイス等のＭＯＳ制御型バイポーラデバイスを提供する。本発明
のデバイスによれば、同等の縦型デバイスを用いた場合と同程度の電流を提供することが
できる。更に本発明は、少なくとも幾つかの実施例において、複数の高電流型パワーデバ
イスが複数の論理回路と共に集積されたパワー集積回路を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　第一の側面において本発明は、デバイスの第一部位に横型に設けたソース領域及びドレ
イン領域と、第一部位から少なくとも第一導電型の基板領域を介して隔てたデバイスの第
二部位に設けた少なくとも１つの電流供給セルとを備えてなるパワー半導体デバイスを提
供するものである。
【０００９】
　好ましい実施例では、パワー半導体デバイスを横型絶縁ゲートバイポーラトランジスタ
（ＬＩＧＢＴ）とし、第一部位のソース領域及びドレイン領域をＬＩＧＢＴ構造の一部分
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とする。
【００１０】
　横型パワーデバイスの占める表面積は定格電流と正比例することが知られている。例え
ば出力５アンペアのデバイスは一般的に出力１アンペアのデパイスの５倍の表面積を必要
とするので、それによりデバイスが大きくなる。本発明のデバイスは、単位面積当たりの
電流密度を増大させたデバイス構造とすることができるので、所定チップサイズにおける
定格電流を増大させることができる。従来のＬＩＧＢＴデバイスは、電流密度を増大させ
るには電子注入が不十分であるため、順方向電圧降下が大きくなる難点があることに留意
されたい。本発明は、単独又は複数の電流供給セルが電流に寄与するので、電流密度を増
大させることができる。基板領域は、オフ電圧を維持しつつ電流を導電する「アクティブ
」領域として機能することができる。更に、安全動作領域（Ｓａｆｅ－Ｏｐｅｒａｔｉｎ
ｇ　Ａｒｅａ）も改善されている。
【００１１】
　典型的には、第一導電型をＰ形とし、第二導電型をＮ形とする。ただし、第一導電型を
Ｎ形とし、第二導電型をＰ形としたデバイスとすることも可能である。第一部位をデバイ
ス頂部とし、第二部位をデバイス底部とすることができるが、第一部位をデバイス底部と
し、第二部位をデバイス頂部としてもよい。好ましくは、電流供給セルをＭＯＳ制御構造
により制御する。典型的には、その制御構造に１以上のソース接点と１以上のゲート接点
を含める。更に好ましくは、電流供給セルをＭＯＳＦＥＴ（Ｍｅｔａｌ－Ｏｘｉｄｅ－Ｓ
ｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ　Ｆｉｅｌｄ－Ｅｆｆｅｃｔ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ）とする
。他の好ましい構造では、電流供給セルを、デバイスの第二部位上に形成したＬＩＧＢＴ
構造のソース領域とする（後述の実施例１参照）。
【００１２】
　例えばダイオード、トランジスタ、サイリスタ、又は接合型ＦＥＴ（Ｊｕｎｃｔｉｏｎ
　ｇａｔｅ　Ｆｉｅｌｄ－Ｅｆｆｅｃｔ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ；ＪＦＥＴ）として作用
する他の形式の電流供給セルを用いることができるが、そのような電流供給セルもＭＯＳ
制御構造とすることが望ましい。ＪＦＥＴとして、本出願人が特許文献１に開示した手法
を利用することができる。
【００１３】
　デバイスの第二部位には、少なくとも１つの第一導電型の電流供給セルを設けることが
できる。第一導電型の電流供給セルを設けることで正孔（ホール）を集めることができ、
順方向のバイアス安全動作領域を改善することができる。第一導電型の電流供給セルは、
ソース接点と接続することができる。
【００１４】
　好ましくは電流供給セルを、第一導電型の基板領域の下方に配置された少なくとも１つ
の第二導電型領域を介して第一部位から追加的に隔てる。第二導電型領域は電気的フロー
ティング（浮動）状態とすることができる。第二導電型領域は、基板領域の下方に配置さ
れた層（レイヤー）とすることができる。その層は連続又は不連続とすることができ、連
続層は内部にチャネルが形成されたものとすることができる。基板領域と電流供給セルと
が導通可能となるように、層の不連続部又は内部に形成されたチャネルには第一導電型物
質を充填することができる。
【００１５】
　電流供給セルは、その内部に第一導電型のウェルが形成されたものとすることができる
。基板領域の下方に配置する第二導電型領域は、第一導電型のウェルが基板領域と導通可
能となるように形成することができる。
【００１６】
　ソース領域を基板領域と接触させることができる。しかし他の実施例では、ソース領域
を基板領域と非接触の領域としてもよい。
【００１７】
　ＬＩＧＢＴデバイスとする場合は、ソース領域に、第一導電型のソースウェルに接続さ
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れたソース接点とそのソースウェル内に設けた第二導電型のソース小区域（サブ領域）と
を含め、ドレイン領域に、第一導電型のドレイン小区域に接続されたドレイン接点を含め
、ソース領域を第二導電型のドリフト領域を介してドレイン領域から隔て、ソース小区域
とソースウェルとドレイン領域とに重ねてゲートを設ける。
【００１８】
　ソース領域は、トレンチ型、プレーナ型、逆チャネル型、マルチチャネル型、トレンチ
プレーナ型、又は他の適当な構造とすることができる。カソード領域には、クラスターセ
ル又はサイリスタセルを含めることができる。
【００１９】
　デバイスの第一領域上のゲートは、ソース領域に別々に接続されたプレーナ型、トレン
チ型ゲート、トレンチプレーナ型ゲート、又はダミー型ゲート構造とすることができる。
【００２０】
　ドレイン領域は、従来技術に属する構造、アノード短絡型、アノード分割型、ＮＰＮア
ノード型、アノードゲート型、又は他の適当なドレイン構造とすることができる。ドリフ
ト領域は、非ドープ型又は均一ドープ型とすることができ、長さ方向、幅方向若しくは深
さ方向に沿ってドーピング濃度を変化させてもよい。
【００２１】
　デバイスの第二部位上のゲートは、トレンチ型、トレンチプレーナ型、又はダミー型構
造とすることができる。デバイスの第二部位上に設けたゲートをデバイスの第一部位上に
設けたゲートと接続することができ、これらのゲートを一体型構造としてもよい。或いは
、デバイスの第二部位上に設けたゲートを、デバイスの第一部位上に設けたゲートと別々
に操作してもよい。
【００２２】
　本発明のデバイスは、バルク技術により製造することができる。好ましくは、接合分離
（ＪＩ）技術を用いてデバイスを製造する。ただし、例えばＳＯＩ技術、パーシャルＳＯ
Ｉ技術、ＳＯＩ技術における半縦型構造技術、二重エピタキシャル誘電分離（Ｄｏｕｂｌ
ｅ　Ｅｐｉｔａｘｉａｌ　Ｄｉｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｉｓｏｌａｔｉｏｎ）技術、メンブレ
ン（膜）技術、又はＳＯＩ技術を用いてデバイスを製造してもよい。
【００２３】
　典型的には、本発明のデバイスをシリコン（ケイ素）製とするが、炭化シリコン、窒化
ガリウム等の他の材料製としたデバイスも本発明の範囲内である。好ましい形式の分離技
術を後述するが、あらゆる形式の分離技術を用いることができる。また、基板は適当な厚
さとすることができる。
【００２４】
　第二の側面において本発明は、少なくとも１つの論理回路と少なくとも１つのパワー半
導体デバイスとを備え、そのパワー半導体デバイスに、デバイスの第一部位に横型に設け
たソース領域及びドレイン領域と、少なくとも第一導電型の基板領域を介して第一部位か
ら隔てたデバイスの第二部位に設けた少なくとも１つの電流供給セルとを設けてなるパワ
ー集積回路を提供するものである。パワー半導体デバイスには、第一の側面に関して前述
した何れかの構成を含めることができる。好ましくは、第一の側面に関して前述したＬＩ
ＧＢＴデバイスを少なくとも１つ含める。
【００２５】
　パワー集積回路には、単独又は複数の他のパワーデバイス（例えばＬＤＭＯＳ、他のバ
イポーラトランジスタ、ダイオード等のデバイス）を含めることができる。好ましくはパ
ワー集積回路に、複数の論理回路と、第一の側面に関して前述したパワー半導体デバイス
とを含める。更に好ましくは、第一の側面に関して前述した複数のＬＩＧＢＴデバイスを
含める。望ましくは、パワー集積回路に一対の隣接するパワー半導体デバイスを含め、少
なくともパワー半導体デバイスの基板領域間の境界部に沿って延びるトレンチを設けて両
デバイスを相互に隔てる。このトレンチによる分離方法によれば、隣接するパワー半導体
デバイスの有効な分離効果が得られる。またトレンチによる分離方法は、基板の電流伝播
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能力を高めることができ、基板領域をデバイスの一層アクティブな構成要素とする効果が
ある。トレンチは、従来は適当なエッチング技術によって形成することができる。少なく
とも１つのパワー半導体デバイスには、その基板領域と接触する第一導電型の深部領域を
含めることができる。パワー半導体デバイスに単独の深部領域を設けるか、或いはパワー
半導体デバイスに複数の深部領域を設ける。
【００２６】
　隣接するパワー半導体デバイスの第一部位を相互に離隔する第二導電型の境界領域を設
けることができる。境界領域は、インプランテーション（注入）法又はエピタキシ（成長
）法の何れかによって形成することができる。
【００２７】
　望ましくは、トレンチを第二導電型の境界領域及び／又は第一導電型の深部領域と接触
させる。トレンチは、パワー半導体デバイスの相互間の電流の流れが実質上遮断されるよ
うに位置決めすることができる。
【００２８】
　一対の隣接するパワー半導体デバイスの基板領域間の境界に、隣接するパワー半導体デ
バイスのうち少なくとも一方の深部領域又は境界領域を含めることができる。好ましくは
、境界領域の少なくとも周辺部位に単独又は複数の深部領域を延在させる。
【００２９】
　好ましくは、隣接するパワー半導体デバイスの両者にそれぞれ深部領域を設ける。
【００３０】
　望ましくは、隣接するパワー半導体デバイスを複数のトレンチによって相互に隔てる。
好ましくは一対のトレンチを用いる。とくに好ましい実施例では、第一トレンチを一対の
パワー半導体デバイスのうち一方の深部領域と接触させ、第二トレンチを一対のパワー半
導体デバイスのうち他方の深部領域に隣接する境界領域内に延在させる。ただし、第一ト
レンチを一方のパワー半導体デバイスの深部領域に揃えて位置合わせしない実施例とする
ことも可能である。
【００３１】
　パワー半導体デバイスの深部領域は、デバイス頂面から又はその近傍に延在するトレン
チを一部分とすることができる。そのような実施例では、例えば酸化物質等の適当な物質
を頂部からトレンチ内に充填することができる。追加的にトレンチを基板領域内に延在さ
せてもよい。
【００３２】
　他の実施例では、一対のパワー半導体デバイスのうち一方をローサイド・デバイス（直
列接続の下側デバイス）とし、一対のパワー半導体デバイスのうち他方をハイサイド・デ
バイス（直列接続の上側デバイス）とする。本発明は、そのようなパワー半導体デバイス
を効果的に分離して両デバイス間の「混信」を防止又は少なくとも制限することができる
大きな利点を有している。好ましくは、ローサイド・デバイスの深部領域に接触させる第
一トレンチと、ハイサイド・デバイスの深部領域に隣接する境界領域内に延在させる第二
トレンチとを設ける。
【００３３】
　望ましくは深部領域を、パワー集積回路の外側層と導通可能な分離ウェルとする。
【００３４】
　好ましくは、単独又は複数の深部領域を保護環形状とする。とくに好ましい実施例では
、一対の隣接するパワー半導体デバイスにそれぞれ単独の保護環を設け、両デバイスを複
数のトレンチにより離隔する。典型的には、何れか一方又は両方の保護環を接地する。
【００３５】
　トレンチは半導体物質で充填することができる。半導体物質は、所定電位又は所定電位
差に保持することができる。例えば、半導体物質を接地電位、正又は負の他の電位に電気
的に接続することができ、或いは半導体物質の電位をソース接点の電位に一致させること
ができる。
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【００３６】
　或いはトレンチを、好ましくは酸化物質等の絶縁性物質により充填する。
【００３７】
　トレンチは、少なくとも１つのゲートと接続することができる。ゲートは、正電位、負
電位又は接地電位等の任意極性電位に接続することができる。ゲートは金属製又は多結晶
シリコン製とすることができる。
【００３８】
　トレンチは、深トレンチ構造とすることができる。
【００３９】
　複数のトレンチを設けることができる。複数のトレンチは、一対の隣接するパワー半導
体デバイスの間に設けることができる。特段に望ましくは、パワー集積回路に設けた一対
の隣接するＬＩＧＢＴデバイスを少なくとも１つのトレンチにより離隔する。
【００４０】
　第三の側面において本発明は、複数の論理回路と、それぞれ基板領域上に形成された第
一部位を有する少なくとも一対の隣接するパワーデバイスとを備え、隣接するパワーデバ
イスが少なくとも両デバイス間の基板領域間の境界部に沿って延びるトレンチによって相
互に隔てられ、隣接するパワーデバイスのうち少なくとも一方にデバイスの基板領域と接
触する深部領域及び／又は両パワーデバイスの第一部位（頂部）を分割する第二導電型の
境界領域を設け、トレンチを深部領域及び／又は境界領域と接触させてパワーデバイス相
互間の電流の流れの転位を実質上遮断してなるパワー集積回路又は統合パワーチップを提
供するものである。
【００４１】
　一対の隣接するパワーデバイスの基板領域間の境界に、隣接するパワーデバイスのうち
少なくとも一方の深部領域又は境界領域を含めることができる。好ましくは、境界領域の
少なくとも周辺部位に単独又は複数の深部領域を延在させる。
【００４２】
　好ましくは、隣接するパワーデバイスの両者にそれぞれ深部領域を設ける。
【００４３】
　望ましくは、隣接するパワーデバイスを複数のトレンチによって相互に隔てる。好まし
くは、一対のパワーデバイスのうち一方の深部領域に接触させる第一トレンチと、一対の
パワーデバイスのうち他方の深部領域に隣接する境界領域内に延在させる第二トレンチと
を設ける。ただし、第一トレンチを一方のパワーデバイスの深部領域に揃えて位置合わせ
しない実施例とすることも可能である。
【００４４】
　パワー半導体デバイスの深部領域は、デバイス頂面から又はその近傍に延在するトレン
チを一部分とすることができる。そのような実施例では、例えば酸化物質等の適当な物質
を頂部からトレンチ内に充填することができる。追加的にトレンチを基板領域内に延在さ
せてもよい。
【００４５】
　好ましくは、一対のパワーデバイスのうち一方をローサイド・デバイスとし、一対のパ
ワーデバイスのうち他方をハイサイド・デバイスとする。好ましい実施例では、ローサイ
ド・デバイスの深部領域に接触させる第一トレンチと、ハイサイド・デバイスの深部領域
に隣接する境界領域内に延在させる第二トレンチとを設ける。
【００４６】
　深部領域は、パワー集積回路又は統合パワーチップの外側層と導通可能な分離ウェルと
することができる。
【００４７】
　好ましくは、単独又は複数の深部領域を保護環形状とする。とくに好ましい実施例では
、一対の隣接するパワー半導体デバイスにそれぞれ単独の保護環を設け、両デバイスを複
数のトレンチにより離隔する。典型的には、何れか一方又は両方の保護環を接地する。
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【００４８】
　好ましくは単独又は複数のトレンチを絶縁性物質により充填し、更に好ましくは酸化物
質により充填する。必要に応じて、ウェーハの背面をエッチングすることにより複数のト
レンチを形成してもよい。
【００４９】
　好ましくはパワーデバイスを横型デバイスとし、更に好ましくはＬＩＧＢＴ又はＬＤＭ
ＯＳデバイスとする。ＬＩＧＢＴデバイスは第一の側面に関して前述したものとすること
ができ、パワー集積回路又は統合パワーチップには第二の側面に関して前述した何れかの
構成を含めることができる。
【００５０】
　或いは、パワーデバイスを縦型又は半縦型デバイスとしてもよい。
【００５１】
　第四の関連する側面において本発明は、複数の論理回路と、それぞれ基板領域により形
成された第一部位を有する少なくとも一対の隣接するパワーデバイスとを備え、隣接する
パワーデバイスが少なくとも両デバイス間の基板領域間の境界部に沿って延びるトレンチ
によって相互に隔てられ、隣接するパワーデバイスのうち少なくとも一方にデバイスのソ
ース領域と好ましくは基板領域とに接触する深部領域及び／又は両パワーデバイスの頂部
を分割する第二導電型の境界領域を設け、トレンチを深部領域及び／又は境界領域と接触
させてパワーデバイス相互間の電流の流れの転位を実質上遮断してなるパワー集積回路又
は統合パワーチップを提供するものである。
【００５２】
　以上、本発明について説明したが、本発明は前述した構成又は後述若しくは図面に示し
た構成の任意の組み合わせ又は部分的な組み合わせにも拡張される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００５３】
　以下、添付図面を参照して本発明による装置を説明する。
【００５４】
　図１は、本発明によるＬＩＧＢＴデバイスの第一実施例を示す。図示例のＬＩＧＢＴデ
バイスは、ソース接点１０（図示例ではカソード）と、そのソース接点１０が形成された
Ｐ＋ウェル１２と、Ｎ－ドリフト領域１４とを有する。Ｐ＋ウェル１２の内部にＮ＋ソー
ス小区域（サブ領域）１６が設けられ、Ｐ＋ウェル１２の一部分の上方にＮ＋ソース小区
域１６及びＮ－ドリフト領域１４と部分的に重なるようにゲート１８が設けられている。
また図示例のＬＩＧＢＴデバイスは、Ｎ－ドリフト領域１４内に配置されたＰ＋ドレイン
領域２２を有し、そのＰ＋ドレイン領域２２にドレイン接点２０（図示例ではアノード）
が接続されている。以上の特徴によりＬＩＧＢＴデバイスの頂部が構成されている。ドリ
フト領域１４及びＰ＋ウェル１２はＰ形基板２４上に形成されており、Ｐ形基板２４の下
方（底部）には、複数の電流供給セル（ＭＯＳＦＥＴセル）２８を集積化したＮ形領域２
６が配置されている。Ｎ形領域２６は低～高濃度とすることができ、インプランテーショ
ン（注入）法又はエピタキシ（成長）法により形成することができる。Ｎ形領域２６の濃
度は、デバイス底部にセルフクランプ又は自己クランプ現象（ｓｅｌｆ－ｃｌａｍｐｉｎ
ｇ）を生じさせる程度とすることができる（セフルクランプ現象については特許文献１及
び特許文献２に詳述されている）。Ｎ形領域２６は何れの端子とも直接接触しておらず、
電気的フローティング状態にある。
【００５５】
　図示例のＭＯＳＦＥＴセル２８は、第一Ｎ＋セル３０と、第二Ｎ＋セル３２と、その第
一及び第二Ｎ＋セル３０、３２を離隔するＰ＋セル３４とにより構成されている。それら
のセル３０、３２、３４はＰ＋ウェル３６内に配置されており、ゲート構造３８及びカソ
ード構造４０が設けられている。カソード構造４０は、ＭＯＳＦＥＴセル２８毎に、第一
Ｎ＋セル３０とＰ＋セル３４と第二Ｎ＋セル３２とに重なるように形成されたカソードを
含む。ゲート構造３８は、Ｎ＋セル３０又はＮ＋セル３２と、Ｐ＋セル３６と、Ｎ形領域
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２６とを覆っている。ゲート構造３８は適当な形状、例えば二酸化シリコン等の絶縁物上
に設けた多結晶シリコン層とすることができる。
【００５６】
　次に図示例のデバイスの作用を説明する。
【００５７】
　順方向阻止時は、従来のデバイスの場合と同様にＰ形基板２４が空乏層を形成・維持す
る。基板が薄い場合には、所定アノード電位において空乏層が基板２４の底部のＮ形領域
２６に到達しうる。Ｎ形領域２６のドーピングに依存するが、特許文献２に記載されたデ
バイスの場合のように、これによってセフルクランプを生じさせることができる。他の状
況下では、たとえ基板が薄い場合でも空乏層がＮ形領域２６と接触することはなく、阻止
状態は従来デバイスの場合と同様である。
【００５８】
　オン時には、Ｐ＋ウェルと基板２４との接触の有無及びドリフト領域の厚さに応じて、
異なる状況となりうる。
【００５９】
（１）デバイス頂部のカソードが基板と接触している場合
　オン状態前は、Ｎ形ドリフト領域１４とＰ形基板領域２４とは逆バイアスとなっている
。ゲート１８の電圧がＭＯＳ領域のしきい値電圧より大きくなると、Ｎ形ドリフト領域１
４は接地電位となる。アノード電位がバイポーラのオン電圧より大きいときは、アノード
から正孔（ホール）が注入され、カソード接点１０から電子が供給される。しかし正孔の
注入時に、Ｐ＋アノード２２とＮ－ドリフト領域１４とＰ形基板２４とで構成された縦型
トランジスタが非常に低いアノード電圧で飽和状態となり、接合部がもはや逆バイアスで
はなくなる。接合部を横断する電界が消滅し、キャリアが基板２４の深部に移動する。特
定の理論によるものではないが、この現象はカーク効果（Ｋｉｒｋ　ｅｆｆｅｃｔ）によ
るものと考えられ、電流誘起性ベース拡大効果として定義される。この状態では、Ｎ形ド
リフト領域１４とＰ形基板領域２４との電位差はほとんどゼロとなり、この領域は、通常
の動作状態下でキャリアが基板２４の深部へ可能な限り進入するに応じてアノード電位に
追従するようになる。オン状態において、キャリアの進入する深さは電流密度、基板のド
ーピング、及びドリフトの長さに依存する。
【００６０】
　底部のゲート構造３８は、カソード構造４０に対して逆バイアスとなっている。ゲート
電圧がしきい値電圧より大きくなると、Ｎ形領域２６は接地電位となる。上述したベース
拡大効果により、基板領域２４の電圧はアノード電圧に応じて増大する。Ｎ形ドリフト領
域１４とＰ形基板領域２４との電位差がバイポーラのオン電圧より大きくなると、底部カ
ソード構造４０からの電子がアノードへ向けて流れると共に、アノードからの正孔が、頂
部のカソート接点１０だけでなくカソード構造４０へ向けて流れる。追加的なチャネルが
大量の電子を供給してオン電圧降下を低減する。
【００６１】
（２）デバイス頂部のカソードが基板と接触しておらず、Ｎ＋ドリフト領域が十分に厚い
場合
　オン状態前は、Ｎ形ドリフト領域１４とＰ形基板領域２４とは逆バイアスとなっている
。頂部セルのゲート１８がＭＯＳ領域のしきい値電圧より大きくなると、Ｎ形ドリフト領
域１４は接地電位となる。アノード電位がバイポーラのオン電圧より大きいときは、アノ
ードから正孔が注入され、カソード接点から電子が供給される。この場合にフローティン
グ状態である基板はアノード電位に追従する。
【００６２】
　ゲート構造３８はカソード構造４０に対して逆バイアスとなっている。ゲート電圧がし
きい値電圧より大きくなると、Ｎ形領域２６は接地電位となる。Ｎ形領域１６とＰ形基板
２４との間の電位差が０．７Ｖを越える、容量性カップリング（Ｐ形基板がフローティン
グ状態であるためＰ形基板がアノード電位に追従する場合に発生する）と電流誘起性ベー
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ス拡大効果との何れかによって、底部カソード構造４０からの電子がアノードへ向けて流
れると共に、アノードからの正孔が、頂部のカソート接点１０だけでなくカソード構造４
０へ向けて流れる。追加的なチャネルが大量の電子を供給してオン電圧降下を低減する。
【００６３】
　基板の厚さがデバイスの動作に影響する。基板が非常に薄い場合は、底部Ｎ形領域近傍
の基板領域を横断する電位差が本来組み込まれた電位より増大した場合にのみ底部チャネ
ルが寄与する。
【００６４】
　頂部ゲートのオフ時には、底部ゲートがオン状態であるか否かに拘わらずデバイスはタ
ーンオンしない。
【００６５】
（３）デバイス頂部のカソードが基板と接触しておらず、Ｎ＋ドリフト領域が十分な厚さ
でない場合
　オン状態前は、Ｎ形ドリフト領域１４とＰ形基板領域２４とは逆バイアスとなっている
。頂部セルのゲート電圧がＭＯＳ領域のしきい値電圧より大きくなると、Ｎ形ドリフト領
域は接地電位となる。アノード電位がバイポーラのオン電圧より大きいときは、アノード
から正孔が注入され、カソード接点から電子が供給される。しかし正孔の注入時に、Ｐ＋
アノード２２とＮ－ドリフト領域１４とＰ形基板２４とで構成された縦型トランジスタが
非常に低いアノード電圧で飽和状態となり、接合部がもはや逆バイアスではなくなる。接
合部を横断する電界が消滅し、キャリアが基板の深部に移動する。特定の理論によるもの
ではないが、上述したようにこの現象はカーク効果（Ｋｉｒｋ　ｅｆｆｅｃｔ）によるも
のと考えられ、電流誘起性ベース拡大効果として定義される。この状態では、Ｎ形ドリフ
ト領域１４とＰ形基板領域２４との電位降下はほとんどゼロとなり、通常の動作状態下で
キャリアが基板２４の深部へ進入する。オン状態において、キャリアの進入する深さは電
流密度に依存する。
【００６６】
　ゲート構造３８はカソード構造４０に対して逆バイアスとなっている。ゲート１８の電
圧がしきい値電圧より大きくなると、Ｎ形領域２６は接地電位となる。Ｎ形領域１６とＰ
形基板２４との間の電位差が０．７Ｖを越える、底部接点からの電子がアノードへ向けて
流れると共に、アノードからの正孔が、頂部のカソート接点１０だけでなくカソード構造
４０へ向けて流れる。追加的なチャネルが大量の電子を供給してオン電圧降下を低減する
。
【００６７】
　ＲＥＳＵＲＦの原理の通り、所望の電圧が得られるようにＮ形領域１４の濃度、厚さ、
及び長さを最適化することができる。Ｐ形基板の厚さはデバイスの動作に影響する。Ｐ形
基板が非常に厚い場合は、底部Ｎ形領域近傍のＰ形基板領域の電圧が０．７Ｖより増大し
た場合にのみ底部チャネルが寄与する。頂部ゲートのオフ時には、底部ゲートの電位と独
立にデバイスがターンオンすることはない。所望のデバイス性能に応じてＰ形基板の厚さ
、長さ、及び濃度も最適化することができる。
【００６８】
　ターンオフ：ターンオフの間は、頂部カソード接点１０をターンオフすると、底部カソ
ード構造４０から引き出されたキャリアがＰ形基板へ向かうことになる。ゲート１８とゲ
ート構造３８とを同時にターンオフすることによりデバイスをターンオフすることも可能
である。
【００６９】
　電流密度が非常に高い場合に、頂部チャネルを切断（シャットオフ）する前に底部チャ
ネルをターンオフすることは、頂部カソードにおける過多電流（ｃｒｒｅｎｔ　ｃｒｏｗ
ｄｉｎｇ）に起因する信頼度の問題を引き起こすので、避けるべきである。
【００７０】
　本発明により得られる有利な効果の一例は次の通りである。底部のゲート及びカソード



(14) JP 2009-512207 A 2009.3.19

10

20

30

40

50

は、通常の動作状態下で大電圧とならないのでチャネル密度を非常に高めることができ、
古典的なＪＦＥＴ効果を避けることができる。また底部のゲート及びカソードは、頂部の
ゲート及びカソードと組み合わせて又は統合して操作できるが、頂部のゲート及びカソー
ドと独立して操作できる利点を有している。縦型デバイスではＰ形基板が存在していない
が、本発明のデバイスではＰ形基板により電圧を維持することができる。デバイスの底部
領域をハイサイド・カソードとして機能させることもできる。基板の濃度に適当な勾配を
付けることにより、基板の厚さを減少させつつ、必要に応じて高いブレークダウン電圧を
得ることもできる。また底部のゲート及びカソードは、キャリアを頂部カソード領域から
そらすことができるので、順方向のバイアス安全動作領域を改善することができる。更に
本発明のデバイスは、高い電流濃度で動作させることができる。本発明は、ハイサイド・
スイッチ（直列接続の上側スイッチ）又はローサイド・スイッチ（直列接続の下側スイッ
チ）の何れにも適用することができ、ハイサイド・カソード及びゲートをデバイスの頂部
又は底部に設けることができる。本発明の構造は、両面プロセシング法又はウェーハ接合
法によって実現することができる。
【００７１】
　図２～図１０は、本発明で用いる電流供給セル及びその近傍のデバイス部分の構造の様
々な変形実施例を示す。図２～図１０は何れも、Ｐ形基板５０とカソード構造５２とを表
している。また、これらの図面は複数のＭＯＳＦＥＴセル５４を表しており、各ＭＯＳＦ
ＥＴセル５４はそれぞれ第一Ｎ＋セル５６と、第二Ｎ＋セル６０と、第一及び第二Ｎ＋セ
ル５６、６０を離隔するＰ＋セル５８と、第一及び第二Ｎ＋セル５６、６０とＰ＋セル５
８との上方に配置されたＰ形ウェル６２とを有している。図２の実施例では、各ＭＯＳＦ
ＥＴセル５４をＰ形基板５０から隔てるＮ形層６４を設け、複数のトレンチゲート６６を
設けている。図３の実施例も複数のトレンチゲート６６を設けているが、この実施例では
Ｎ形層６４が不連続であり、Ｐ形基板５０とＰ形ウェル６２とが導通可能となっている。
図４の実施例では、トレンチゲート６６と共に連続的なＮ形層６４を設け、１つのＰ形ウ
ェル６２をＮ＋セル６８上に設けている。Ｎ＋セル６８に対する接点７０を設けてもよい
が、その接点７０はＮ＋セル６８をフローティング状態とするために如何なる電位とも接
触させないものとする。図５は図４の実施例を変形したものであり、Ｎ形層６４を不連続
とすることにより、Ｎ＋セル６８上に設けたＰ形ウェル６２とＰ形基板５０とを導通可能
としている。図６は図４の実施例を更に変形したものであり、Ｎ形層６４を不連続とする
ことにより、ＭＯＳＦＥＴセル５４のＰ形ウェル６２とＰ形基板５０とを導通可能として
いる。図７は図６の実施例を変形したものであり、Ｐ形基板５０と導通可能なＰ形ウェル
７２を設けると共に、そのＰ形ウェル７２をカソード構造５２との接点が形成されたデバ
イスの基部まで延ばしている。
【００７２】
　図８～図１０は、複数のプラーナゲート７４を用い、且つ、Ｐ形基板５０の下方に複数
のＮ形ウェル７６を設けた実施例を示す。Ｎ形ウェル７６は、それぞれデバイス底部のプ
ラーナゲート７４と導通可能な単独又は複数の部位を有している。図８は、複数のＭＯＳ
ＦＥＴセル５４を設けた実施例を示す。形状の異なる２種類のＭＯＳＦＥＴセル５４、す
なわち一方は隣接するＮ形ウェル７６の間に形成されたチャネル７８を介してＭＯＳＦＥ
ＴセルのＰ形ウェル６２がＰ形基板５０と導通可能なものと、他方はＮ形ウェル７６の存
在によりＰ形ウェル６２がＰ形基板５０と導通していないものとを設けている。図９は図
８の実施例を変形したものであり、チャネル７８を介してＭＯＳＦＥＴセル５４をＰ形基
板５０と導通可能とた実施例を示す。また図９の実施例は、カソード構造５２に接触した
Ｐ＋セル８０を設け、各Ｐ＋セル８０をそれぞれＰ形基板５０と導通しないようにＮ形ウ
ェル７６の下方に配置している。図１０は図９の実施例を変形したものであり、ＭＯＳＦ
ＥＴセル５４をＮ形ウェル７６の内部に配置してＰ形基板５０と導通させないようにする
と共に、チャネル７８を介してＰ＋セル８０をＰ形基板５０と導通させた実施例を示す。
当業者であれば、図２～図１０に示した構造から更なる他の変形が可能であることを容易
に理解できるであろう。例えば、トレンチゲートをプラーナゲートに置き換え、又はプラ
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ーナゲートをトレンチゲートに置き換えることができる。電流供給セルは、アノード、カ
ソード、又はドリフト領域の真下に配置する必要がないことに留意されたい。
【実施例１】
【００７３】
　図１２は、図１と同様にデバイスの頂部領域と非常に類似した頂部領域を有するＬＩＧ
ＢＴデバイスの他の実施例を示す。図示例のＬＩＧＢＴデバイスは、カソード接点１４０
と、そのカソード接点１４０が形成されたＰ＋ウェル１４２と、Ｎ－ドリフト領域１４４
とを有する。Ｐ＋ウェル１４２の内部にＮ＋カソード小区域（サブ領域）１４６が設けら
れ、Ｐ＋ウェル１４２の一部分の上方にＮ＋カソード小区域１４６及びＮ－ドリフト領域
１４４と部分的に重なるようにゲート１４８が設けられている。また図示例のＬＩＧＢＴ
デバイスは、Ｎ－ドリフト領域１４４内に配置されたＰ＋アノード領域１５２を有し、そ
のＰ＋アノード領域１５２にアノード接点１５０が接続されている。図１に示したデバイ
スと同様に、ドリフト領域１４４及びＰ＋ウェル１４２はＰ形基板１５４上に形成されて
いる。図１２の実施例では、デバイス底部に別のＬＩＧＢＴデバイス（底部ＬＩＧＢＴデ
バイス）が配置されている。このデバイス底部に形成された底部ＬＩＧＢＴデバイスは、
底部カソード接点１５６と、そのカソード接点１５６が形成されたＰ＋ウェル１５８と、
Ｎ－ドリフト領域１６０とを有する。底部Ｐ＋ウェル１５８の内部に底部Ｎ＋カソード小
区域（サブ領域）１６２が設けられ、底部Ｐ＋ウェル１５８の一部分の上方にＮ＋カソー
ド小区域１６２及びＮ－ドリフト領域１６０と部分的に重なるように底部ゲート１６４が
設けられている。また底部ＬＩＧＢＴデバイスは、Ｎ－ドリフト領域１６０内に配置され
たＰ＋アノード領域１６８を有し、そのＰ＋アノード領域１６８に底部アノード接点１６
６が接続されている。底部Ｎ－ドリフト領域１６０はＰ形基板１５４の下方に接触して形
成されている。底部Ｐ＋ウェル１５８もＰ形基板１５４と接触しているが、接触させない
実施例とすることも可能である。図１２では、頂部カソードと底部アノードとがほぼ同じ
直線上に位置合わせされ、底部カソードと頂部アノードとがほぼ同じ直線上に位置合わせ
されている。ただし、頂部カソードと底部カソードとをほぼ同じ直線上に位置合わせし、
底部アノードと頂部アノードとをほぼ同じ直線上に位置合わせした実施例とすることも可
能である。図１２の実施例では、底部ＬＩＧＢＴ構造のカソード（ソース領域）を電流供
給セルとして機能させ、Ｐ形基板１５４をデバイスの頂部及び底部の間に電流を流す共通
連絡路としている。頂部ＬＩＧＢＴ構造と底部ＬＩＧＢＴ構造とは同時に又は交互に動作
させることができる。
【実施例２】
【００７４】
　従来から、複数のＬＩＧＢＴ及び／又はＬＤＭＯＳと関連する論理回路とを同じチップ
上に集積したパワー集積回路（パワーＩＣｓ）において、ＬＩＧＢＴが用いられている。
このような種類のパワー集積回路では、複数のパワーデバイスの相互間を電気的に分離す
ることが重要である。本発明は、隣接するパワーデバイスを隔てる基板中のトレンチを用
いることにより、効果的な電気的分離を提供することができる。図１１は、隣接するパワ
ーデバイス１１０、１１２をトレンチ１１４により隔てた実施例を示す。図示例のトレン
チは、パワーデバイス１１０、１１２の両Ｐ形基板１１６を隔てたものである。更に各パ
ワーデバイス１１０、１１２は、Ｐ形基板１１６上に設けたＮ－ドリフト領域１１８と、
そのＮ－ドリフト領域１１８内に形成されたＰ＋アノード領域１２２に接触するアノード
接点１２０とを有する。カソード接点１２４がＮ－ドリフト領域１１８を介してアノード
１２０から隔てて設けられ、そのカソード接点１２４をＰ＋カソードウェル１２６及びＮ
＋ドリフト小区域（サブ領域）１２８と接触させている。Ｐ＋カソードウェル１２６は、
Ｐ形基板１１６と接触する深部領域を有している。更にゲート１３０が、カソード小区域
（サブ領域）１２８とＰ＋カソードウェル１２６とＮ－ドリフト領域１１８とに重なるよ
うに設けられている。隣接するパワーデバイス１１０、１１２のカソードは「背中合わせ
」となっており、Ｎ－サンドイッチ領域１３２により相互に隔てられている。トレンチ１
１４をサンドイッチ領域１３２に接触させると共にその内部にまで僅かに延ばすことによ



(16) JP 2009-512207 A 2009.3.19

10

20

30

40

50

り、デバイス１１０、１１２の間に電流が流れるのを防ぎ、両者の効果的な電気的分離を
得ることができる。
【００７５】
　トレンチ１１４は適宜にエッチング技術を用いて形成することができ、サンドイッチ領
域１３２はインプランテーション（注入）法又はエピタキシ（成長）法の何れかによって
形成することができる。トレンチ１１４は未充填とすることができるが、適当な充填物質
で充填（又は部分的に充填）することができる。充填物質は、例えば絶縁性物質又は半導
体物質とすることができる。好ましい充填用の半導体物質は、ドーピングされた又はドー
ピングされていない多結晶シリコンである。必要に応じて複数のトレンチを形成すること
ができる。他の実施例では、パワーデバイス上にＰ形領域（Ｐ形基板）と接触する単独又
は複数のＰ＋深部領域を設ける。Ｐ＋深部領域内で終端するトレンチを設けることによっ
ても、効果的な電気的分離を得ることができる。
【実施例３】
【００７６】
　図１３（Ｂ）は、本発明によるパワー集積回路の他の実施例を示す。図示例のパワー集
積回路１７０は、ローサイド（直列接続の下側）ＬＩＧＢＴデバイス１７２とハイサイド
（直列接続の上側）ＬＩＧＢＴデバイス１７４とを有する。図１３（Ａ）は、このパワー
集積回路１７０の等価回路図を示す。図１３の実施例は、図１１に示したデバイスと多く
の構成で共通しており、その共通する構成については同じ符号を用いて表している。図１
３（Ｂ）のデバイス１７０において、ローサイドＬＩＧＢＴデバイス１７２は、サンドイ
ッチ領域１３２に接触し且つローサイドＬＩＧＢＴデバイス１７２を囲む保護環形状の接
地されたＰ＋分離ウェル１７６を有する。同様にハイサイドＬＩＧＢＴデバイス１７４は
、ハイサイドＬＩＧＢＴデバイス１７４を囲む保護環形状の接地されたＰ＋分離ウェル１
７８を有する。Ｐ＋分離ウェル１７６、１７８はそれぞれ、パワー集積回路１７０の頂部
表面（外側層）の金属接点１８０及びデバイスのＰ形基板１１６と接触している。またパ
ワー集積回路１７０は、デバイス底部からＰ形基板１１６内に延在させた一対のトレンチ
１８０、１８２を有する。トレンチ１８０は、ローサイドＬＩＧＢＴデバイス１７２のＰ
＋分離ウェル１７６に位置合わせされ且つその内部にまで延びている。これに対しトレン
チ１８２は、ハイサイドＬＩＧＢＴデバイス１７４のＰ＋分離ウェル１７８に位置合わせ
されておらず、むしろハイサイドＬＩＧＢＴデバイス１７４のＰ＋分離ウェル１７８に隣
接するサンドイッチ領域１３２の内部に延びている。これによりハイサイド基盤１８４を
電気的フローティング状態とし、ローサイド基盤１８６と短絡しないようにしている。本
発明者はこの構成によれば、隣接する高圧デバイスを高度に分離しつつ、複数の高圧デバ
イスをコンパクトに集積できることを見出した。好ましくはトレンチを酸化物質で充填し
、トレンチをパワー集積回路デバイスの底部側からのエッチングにより形成する。分離ウ
ェルは、パワー集積回路デバイスの頂部側からのインプランテーション（注入）により形
成することができる。
【実施例４】
【００７７】
　図１４は、本発明によるパワー集積回路の更に他の実施例を示す。図示例のパワー集積
回路１９０は、ローサイドＬＩＧＢＴデバイス１９２とハイサイドＬＩＧＢＴデバイス１
９４とを有する。ＬＩＧＢＴデバイス１９２、１９４は相互に隣接し且つ分離されている
。両ＬＩＧＢＴデバイス１９２、１９４は、図１１に示した実施例と多くの構成で共通し
ており、その共通する構成については同じ符号を用いて表している。ＬＩＧＢＴデバイス
１９２、１９４は、Ｐ－サンドイッチ領域基板１９８及びサンドイッチ領域基盤２００上
に存在するＮ－サンドイッチ領域１９６によって隔てられている。図１３の実施例と同様
に、ローサイドＬＩＧＢＴデバイス１９２はそのデバイス１９２を囲む保護環形状のＰ＋
分離ウェル２０２を有し、ハイサイドＬＩＧＢＴデバイス１９４はそのハイサイド・デバ
イス１９４を囲む保護環形状のＰ＋分離ウェル２０４を有する。Ｐ＋分離ウェル２０２、
２０４は、Ｎ－サンドイッチ領域１９６に接触すると共にＮ－サンドイッチ領域１９６に
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よって隔てられ、電気的接点２０６で接点が形成されたパワー集積回路１９０の頂部表面
（外側層）に向けて延在している。またパワー集積回路１９０は、パワー集積回路デバイ
ス１９０の底部からＰ－サンドイッチ基板１９８内に延在させた一対のトレンチ２０８、
２１０を有する。図１３の実施例と同様に、トレンチ２０８はローサイドＬＩＧＢＴデバ
イス１９２のＰ＋分離ウェル２０２に位置合わせされ且つその内部にまで延びているのに
対し、トレンチ２１０はハイサイドＬＩＧＢＴデバイス１９４のＰ＋分離ウェル２０４に
位置合わせされておらず、むしろＰ＋分離ウェル２０４に隣接するＮ－サンドイッチ領域
１９６の内部に延びている。これによりハイサイド基板をローサイド基板と短絡しないよ
うにしている。好ましくは、トレンチを酸化物質等の絶縁性物質で充填する。図１３及び
図１４に示したデバイスはハーフブリッジ回路に用いることができる。また、これらのデ
バイスは接合分離（ＪＩ）技術を用いて実現するに適している。この点は、従来の接合分
離に基づくパワー集積回路では隣接デバイス間の共通基板にハイサイド構造を実現するこ
とが基板中のパンチスルーのために困難であったことから、本発明の有利な効果であると
いえる。
【００７８】
　トレンチによる分離方法は、ＬＩＧＢＴ以外の横型デバイス、例えばＬＤＭＯＳデバイ
スその他の横型デバイスの分離にも適用することができる。更に、本発明のトレンチによ
る分離方法を用いることにより、縦型デバイス又は半縦型デバイスを分離することも可能
である。本発明のトレンチによる分離方法を用いて、複数のパワーデバイスを有する統合
パワーチップ（ＩＰＣｓ）を製造することもできる。また本発明によるデバイスは、炭化
シリコン、窒化ガリウム等のシリコン以外の半導体を用いて実現することもできる。複数
の半導体物質の組み合わせを利用すること、例えば第一のパワーデバイスを第一半導体物
質により製造し、第二のパワーデバイスを第二半導体物質により製造することも可能であ
る。
【図面の簡単な説明】
【００７９】
【図１】本発明によるＬＩＧＢＴデバイスの断面図である。
【図２】本発明によるＬＩＧＢＴデバイスの第２実施例の底部の局部断面図である。
【図３】本発明によるＬＩＧＢＴデバイスの第３実施例の底部の局部断面図である。
【図４】本発明によるＬＩＧＢＴデバイスの第４実施例の底部の局部断面図である。
【図５】本発明によるＬＩＧＢＴデバイスの第５実施例の底部の局部断面図である。
【図６】本発明によるＬＩＧＢＴデバイスの第６実施例の底部の局部断面図である。
【図７】本発明によるＬＩＧＢＴデバイスの第７実施例の底部の局部断面図である。
【図８】本発明によるＬＩＧＢＴデバイスの第８実施例の底部の局部断面図である。
【図９】本発明によるＬＩＧＢＴデバイスの第９実施例の底部の局部断面図である。
【図１０】本発明によるＬＩＧＢＴデバイスの第１０実施例の底部の局部断面図である。
【図１１】トレンチで離隔された２つのＬＩＧＢＴデバイスを有する本発明のパワー集積
回路の断面図である。
【図１２】本発明によるＬＩＧＢＴデバイスの第１１実施例の底部の局部断面図である。
【図１３Ａ】本発明によるパワー集積回路の第２実施例の等価回路を示す図である。
【図１３Ｂ】図１３Ａのパワー集積回路の断面図である。
【図１４】本発明によるパワー集積回路の第３実施例の断面図である。
【符号の説明】
【００８０】
１０…ソース接点　　　　　　　　　　１２…Ｐ＋ウェル
１４…Ｎ－ドリフト領域　　　　　　　１６…Ｎ＋ソース小区域（サブ領域）
１８…ゲート　　　　　　　　　　　　２０…ドレイン接点
２２…Ｐ＋ドレイン領域　　　　　　　２４…Ｐ型基板
２６…Ｎ形領域　　　　　　　　　　　２８…ＭＯＳＦＥＴセル
３０…第一Ｎ＋セル　　　　　　　　　３２…第二Ｎ＋セル
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３４…Ｐ＋セル　　　　　　　　　　　３６…Ｐ＋ウェル
３８…ゲート構造　　　　　　　　　　４０…カソード構造
５０…Ｐ形基板　　　　　　　　　　　５２…カソード構造
５４…ＭＯＳＦＥＴセル　　　　　　　５６…第一Ｎ＋セル
５８…Ｐ＋セル　　　　　　　　　　　６０…第二Ｎ＋セル
６２…Ｐ形ウェル　　　　　　　　　　６４…Ｎ形層（レイヤー）
６６…トレンチゲート　　　　　　　　６８…Ｎ＋セル
７０…接点　　　　　　　　　　　　　７２…Ｐ形ウェル
７４…プラーナゲート　　　　　　　　７６…Ｎ形ウェル
７８…チャネル　　　　　　　　　　　８０…Ｐ＋セル
１１０…パワーデバイス　　　　　　　１１２…パワーデバイス
１１４…トレンチ　　　　　　　　　　１１６…Ｐ形基板
１１８…Ｎ－ドリフト領域　　　　　　１２０…アノード接点
１２２…Ｐ＋アノード領域　　　　　　１２４…カソード接点
１２６…Ｐ＋カソードウェル　　　　　１２８…カソード小区域（サブ領域）
１３０…ゲート　　　　　　　　　　　１３２…Ｎ－サンドイッチ領域
１４０…カソード接点　　　　　　　　１４２…Ｐ＋ウェル
１４４…Ｎ－ドリフト領域　　　　　　１４６…Ｎ＋カソード小区域（サブ領域）
１４８…ゲート　　　　　　　　　　　１５０…アノード接点
１５２…Ｐ＋アノード領域　　　　　　１５４…Ｐ形基板
１５６…底部カソード接点　　　　　　１５８…底部Ｐ＋ウェル
１６０…底部Ｎ－ドリフト領域　　　　１６２…底部Ｎ＋カソード小区域（サブ領域）
１６４…底部ゲート　　　　　　　　　１６６…底部アノード接点
１６８…底部Ｐ＋アノード領域　　　　１７０…パワー集積回路
１７２…ローサイドＬＩＧＢＴデバイス
１７４…ハイサイドＬＩＧＢＴデバイス
１７６…Ｐ＋分離ウェル　　　　　　　１７８…Ｐ＋分離ウェル
１８０…金属接点　　　　　　　　　　１８０…トレンチ
１８２…トレンチ　　　　　　　　　　１８４…ハイサイド基盤
１８６…ローサイド基盤　　　　　　　１９０…パワー集積回路
１９２…ローサイドＬＩＧＢＴデバイス
１９４…ハイサイドＬＩＧＢＴデバイス
１９６…Ｎ－サンドイッチ領域　　　　１９８…Ｐ－サンドイッチ領域基板
２００…サンドイッチ領域基盤　　　　２０２…Ｐ＋分離ウェル
２０４…Ｐ＋分離ウェル　　　　　　　２０６…電気的接点
２０８…トレンチ　　　　　　　　　　２１０…トレンチ
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